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*1 Internet of Things の略で、あらゆる物がインターネットを通じてつながる

ことによって実現する新たなサービス、ビジネスモデル、又はそれを可能とする

要素技術の総称のこと。

*2 Artificial Intelligence の略で、人工知能のこと。

*3 Information and Communication Technology の略で、情報通信技術のこと。

*4 Digital Transformation の略で、情報通信技術が社会のあらゆる領域に浸透

することによってもたらされる変革のこと。
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１ 計画策定の背景と目的
近年、スマートフォンの普及、ＩｏＴ

*1
（モノのインターネット）の発達やネッ

トワークの高速化・大容量化、また、ＡＩ
*2
などデジタル技術の進歩により、画像

・映像データ、位置情報、センサー情報などの大量のデータがリアルタイムで蓄

積・解析・流通され、インターネットを通じて利用することが可能となるととも

に、それを利用したネットワーク上の様々な先端技術は、市民の新たなライフス

タイルを可能とし、都市づくりや自治体のあり方に大きな影響を与えるまでにな

っています。

一方、「秋田市人口ビジョン」（令和３年３月）に示されたとおり、本市の少子

高齢化、人口減少は今後一層進み、働き手となる生産年齢人口は2040（令和22）

年には50％を下回り、公共サービス分野においても人材の不足は深刻化すること

が予想されます。

市民の利便性向上を図り、安定した質の高い公共サービスを提供するためには、

限りある経営資源を効率的に活用するとともに、行政の各分野においてＩＣＴ*3や

ＡＩをはじめとしたデジタル技術を活用し、行政手続の簡素化や行政運営の効率

化などによる業務改革を進めることが必要です。

こうした中、国は、2016（平成28）年、国や地方公共団体等が所有する官のデ

ータと事業所等が所有する民のデータを活用することにより、安心・安全な社会

や快適な生活環境の実現に寄与することを求めた「官民データ活用推進基本法」

（平成28年法律第103号、以下「基本法」という。）を制定し、市区町村に対して、

官民データの活用推進に関する施策についての基本的な計画の策定に努めるよう

求めました。

これに加え、2020（令和２）年には、行政のデジタル化の集中改革を強力に推

進するため、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日閣議決定）が

策定され、マイナンバー制度と国・地方を通じたデジタル基盤のあり方を含め、

抜本的な改善が必要であるとの認識が示されました。同時に策定された「自治体

ＤＸ
*4
推進計画」では、全国の地方自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具

体的に提示し、各自治体が目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタル

の活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な

幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示さ

れています。



*5 情報システムのハードウェア、ソフトウェア、データなどを外部のデータセン

ター等において管理・運用し、ネットワーク経由で利用することができるように

する取組のこと。

*6 Evidence Based Policy Making の略で、客観的な証拠に基づき、政策や施策

の企画および立案を行うこと。
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また、2021（令和３）年５月には、その基本理念に「全ての国民が情報通信技

術の恵沢を享受できる社会の実現」や「ゆとりと豊かさを実感できる国民生活の

実現」などを掲げた「デジタル社会形成基本法」（令和３年法律第35号）をはじめ

としたデジタル改革関連法案が成立しました。さらに、同年９月にはデジタル社

会の形成に関する行政事務の迅速かつ重点的な遂行を図ることを任務とするデジ

タル庁が設置され、翌年の2022（令和４）年６月には、全国どこでも誰もが便利

で快適に暮らせる社会を目指す「デジタル田園都市国家構想基本方針」が、同年

12月には「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が閣議決定されました。

このような背景にあって、市民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村

としての役割は極めて重要なものであり、本市においても、「第14次秋田市総合計

画」である「県都『あきた』創生プラン」（令和３年３月、以下「総合計画」とい

う。）において、総合計画を推進する視点として、「行政のデジタル化の推進」を

設定するとともに、創生戦略においても「先端技術を活用した地域の活性化」を

掲げ、本市全体のデジタル化を進めることとしています。

新型コロナウイルス感染症がもたらした新たなライフスタイルや地域課題に対

応し、人口減少下にあっても元気な秋田市と暮らしの豊かさを持続させ、次世代

に引き継いでいくためには、本市の行政各分野においてＩＣＴやＡＩをはじめと

した、最先端のデジタル技術を積極的に活用した取組が求められており、国・県

と連携しながら、内部の行政事務を効率化し、市民の利便性を高める「行政情報

化の推進」と本市の経済を活性化する基盤をつくり、市民にとって満足度の高い

サービスを実現する「地域情報化の推進」のための変革が必要とされます。

このため、本市では、独自のデジタル技術の活用施策も取り込んだ「秋田市デ

ジタル化推進計画」（以下「本計画」という。）を策定し、市民や事業者等がデジ

タル化の具体的なメリットを実感でき、市役所に来なくても各種行政手続が可能

となる「デジタル市役所」として新たな行政サービスを提供するとともに、業務、

データ、システムの標準化やクラウド利用
*5
等を推進することにより、経費の削減

や職員の事務負担軽減を図り、本市が抱える諸問題の解消や地域課題の解決に加

え、社会情勢の変化にも対応していくものです。

また、本計画では、効率的な行政の推進や市民の行政に対する信頼性向上の

ため、国が示す枠組みである官民データ活用の推進や、官民データの活用により

得られた統計や業務データなどの客観的な証拠に基づき、政策や施策の企画およ

び立案が行われること（ＥＢＰＭ
*6
）にも取り組みます。
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２ 本市の現状と課題

(1) 人口減少と少子高齢化

本市の人口は、戦後、周辺町村との合併を経て急増し、高度経済成長期以降

も一貫して増加を続けましたが、2003（平成15）年には減少に転じています。

2005（平成17）年には河辺町・雄和町と合併して33万人に達しましたが、その後

も減少が続き、現在は約30万２千人となっており、国立社会保障・人口問題研究

所（以下「社人研」という。）によると、2045（令和27）年には、22万６千人

（2015（平成27）年から約28％減少）になると推計されています。

[総人口の推移]

年齢３区分別人口の推移をみると、生産年齢人口は戦後増加を続けましたが、

2005（平成17）年以降は減少に転じています。

年少人口は、1950年代前半には「団塊の世代」、1970年代には「団塊ジュニア

世代」の誕生により増加しましたが、長期的には減少傾向が続き、1990年代後

半には老年人口を下回っています。

老年人口は、生産年齢人口が順次老年期に入り、また、平均余命が延びたこ

とから、一貫して増加を続けていますが、2020年代以降は10万人前後で推移す

ると推計されています。

今後は、年少人口が減少する一方、老年人口は一貫して増加を続け、2045（令

和27）年には生産年齢人口を上回ると推計されており、老年人口の増加により、

社会保険制度への影響のほか、地域における介護の需要増加や介護人材の不足

等が予想されます。
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［年齢３区分別人口の推移］

こうした状況から、公共サービス分野においても人材の不足は深刻化するこ

とが予想されます。今後は生産年齢人口の減少への対策として、限りある経営資

源を効率的に活用し、安定した質の高い公共サービスを提供することが求めら

れることから、行政の各分野においてＩＣＴやＡＩをはじめとしたデジタル技

術を活用し、行政手続の簡素化や行政運営の効率化などによる業務改革を進め、

市民の利便性向上を図ることが必要です。

(2) 本市におけるデジタル化の状況

本市では、これまで、デジタル化推進に係る具体的な取組として、各種届出

やイベントの申込みに係る電子申請、市税に係る申告（ｅＬＴＡＸ）、文化施設

・スポーツ施設の利用に係る公共施設案内・予約システムなどを展開し、市民

サービスの向上に努めてきました。

また、庁内におけるデジタル化の推進としては、行政情報ネットワークの整

備、文書管理・財務会計システム、基幹システムの最適化など、様々なシステ

ムや情報基盤の整備に積極的に取り組んできたところです。



*7 スマートフォン等を通じた位置情報や行動履歴、インターネットやテレビでの

視聴・消費行動等に関する情報また小型化したセンサー等から得られる膨大なデ

ータのこと。

*8 Robotic Process Automation の略で、定型的なパソコン操作をソフトウェア

のロボットにより自動化する技術のこと。

*9 コンピュータやネットワークの技術を駆使して、勤務場所や勤務時間の制約を

受けずに仕事に取り組む新しい働き方のこと。
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しかしながら、近年のインターネットサービスやＩＣＴの発展、ＡＩ、ビッ

グデータ
*7
およびＲＰＡ

*8
といった先端的な技術の進展により、さらなる市民の

利便性向上と行政事務の能率化を可能とするデジタル環境が整いつつある中、

新たなデジタル化施策の展開が求められています。

(3) 社会変容への対応

経済活動上の効率性や合理性などから、これまで、大都市への人やモノの集

中が進んできましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、東京一極集中

や大都市の過密さがリスクや弱点として広く認識されるようになり、テレワー

ク
*9
や手続のオンライン化等の「新しい生活様式」への対応が求められ、社会の

あり方や人々の生き方、価値観に大きな変化が生じています。

「地方で生きる」ことの価値と意義を改めて捉え直す、大きな転機となる今、

新型コロナウイルス感染症の影響により社会変容への対応が求められており、

非接触・遠隔等の新しい働き方やデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）

等を推進する必要があります。
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３ 計画の位置付けと期間

(1) 計画の位置付け

本計画は、本市の最上位計画である「総合計画」における、基本構想の体系

下にある個別計画として位置付けるものであり、本市がデジタル化を推進する

ことにより市民の利便性の向上を図るための施策についての基本的な計画で

す。

また、「第７次秋田市行政改革大綱」（平成31年１月、以下「行政改革大綱」

という。）における、ＩＣＴの利活用による本市の情報化施策の推進および情報

システムの最適化・効率化を図る計画として位置付けるほか、基本法第９条第

３項に規定する官民データ活用推進基本計画に即した計画としても位置付ける

ものです。

[デジタル化推進計画と総合計画等との関係性]
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(2) 計画期間

近年の先端的な技術の進展や多様化する市民ニーズなどの社会情勢の変化に

迅速に対応するため、本計画の期間は、令和３年７月から令和６年３月までと

します。

市民の利便性向上や行政運営の効率化などの観点から、市民がデジタル化の

メリットを実感しているかなどの把握にも努め、総合計画や行政改革大綱との

整合を図っていくものです。

[デジタル化推進計画と総合計画等の計画期間]

計画 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

第14次秋田市総合計画
県都『あきた』創生プラン
（令和３年度～令和７年度）

第７次秋田市行政改革大綱
第３期・県都『あきた』改革プラン
（令和元年度～令和４年度）

秋田市デジタル化推進計画
（令和３年度～令和５年度） （６月末策定）

次期推進計画へ

次期行政改革大綱へ



*10 Chief Information Officer の略で、本市の情報化全体を指導統括するため

に設置した最高責任者のこと。
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４ 推進体制
本計画の推進に当たっては、「デジタル化推進本部」が、デジタル化に係る取組

を企画・調整し、業務所管課へ技術的な指導・支援を行うなど、本市全体のデジ

タル化を部局横断的に推進することとします。

また、本市全体としての推進には、実施部門である各部との連携、協力が不可

欠であるため、本市のデジタル化推進の中心的な役割を担う「（仮称）デジタル化

推進会議」を設置し、本計画の取組状況の確認、各施策の進捗管理および効果に

関する評価・分析を行い、必要に応じて本計画の見直しを実施します。

デジタル化推進体制

市 長

副市長（ＣＩＯ
*10
）

デジタル化推進本部長

（仮称）デジタル化推進会議（令和３年７月に設置予定）

メンバー 各部からのＩＣＴ関係代表者

事務局 デジタル化推進本部

事務局（兼務） 企画財政部情報統計課

５ デジタル化の推進に関する施策の基本的な方針
デジタル化の推進に係る新たな施策の展開が求められていることから、デジタ

ル化の推進に関する施策として

・手続における情報通信の技術の利用等に係る取組

・官民データの容易な利用等に係る取組

・個人番号カードの普及および活用に係る取組

・利用の機会等の格差の是正に係る取組

・情報システムに係る規格の整備および互換性の確保等に係る取組

・先端技術を活用した取組

・デジタル化により新たな価値を生み出す取組

の７つの取組に係る基本的な方針を定め、さらなる市民の利便性向上、行政運営

の効率化および社会変容への対応を推進します。



*11 Business Process Reengineering の略で行政サービスの利用者の利便性向上

や行政運営の簡素化および効率化に向けた業務改革のこと。

*12 行政が保有するデータを加工・編集等が可能な形で公開し、営利・非営利を

問わず、自由な利用を可能にすることにより、新たな価値を創造すること。

*13 インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない

者との間に生じる格差のこと。
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(1) 手続における情報通信の技術の利用等に係る取組（オンライン化原則）

「すぐ使える」「簡単な」「便利な」行政サービスを実現するため、従来の書

類による申請に加え、官民データ利活用に向けた行政手続等におけるオンライ

ン化（本人確認および手数料支払いのオンライン化を含む。）と、それに伴う情

報システム改革・業務の見直し（ＢＰＲ*11）および添付書類の省略を推進するこ

とで、利用者中心の行政サービスを実現し、利用を促進します。

(2) 官民データの容易な利用等に係る取組（オープンデータ
*12
の推進）

本市では、2018（平成30）年７月からオープンデータの公開に取り組んでき

ましたが、様々な主体が容易に活用できるよう、「オープンデータ基本指針」（平

成29年５月30日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用

推進戦略会議決定。令和元年６月７日改定）等を踏まえて、本市が保有するデ

ータのオープンデータ化を推進します。

(3) 個人番号カードの普及および活用に係る取組（マイナンバーカードの

普及・活用）

国においては「マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に

関する方針」（令和元年６月４日デジタル・ガバメント閣僚会議決定）や骨太の

方針等を踏まえ、今後、本格運用予定の健康保険証としての利用等の取組を着

実に進め、マイナンバーカードの普及・利活用を推進していくこととしており、

全国の市区町村に対し、「交付円滑化計画」の策定を要請しています。

本市においても、策定した交付円滑化計画に沿った施策を実施するとともに、

行政サービスにおける個人番号カードの利用を推進することで、行政の事務負

担の軽減および市民の利便性向上を図ります。

(4) 利用の機会等の格差の是正に係る取組（デジタルデバイド
*13
対策等）

地理的な制約、年齢、身体的な条件、その他の要因に基づく情報通信技術の

利用の機会又は活用のための能力における格差の是正を図り、デジタル化や官

民データ活用を通じたサービスの開発および提供その他の必要な措置を講ずる

ことが必要とされています。



*14 ウェブサイトにある情報や機能の利用しやすさのこと。

*15 様々なシステム間の連携を可能にするために定めた各システムが準拠すべき

業務面や技術面のルールのこと。
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また、高齢者や障がい者の方も含めた誰もが行政のウェブサイトを利用しや

すいようにするため、引き続き、行政等のウェブサイト等のアクセシビリティ
*14

に係るガイドラインに基づく対応を図り、アクセシビリティの確保と向上に努

め、情報の提供や発信に向けた取組を進めます。

(5) 情報システムに係る規格の整備および互換性の確保等に係る取組（標

準化、デジタル化、システム改革、業務の見直し（ＢＰＲ））

行政サービスの利便性の向上や行政運営の効率化を図るため、総合的なデジ

タル化、ＢＰＲや情報システムの改革を推進します。

この実現のため、情報システムにおいては、クラウド化などの共用化を促進

することで、情報システムの運用経費削減、セキュリティ水準の向上、災害時

における業務継続性の確保を図っていきます。

また、市内における各種データの標準化（共通語彙基盤、文字情報基盤、地

域情報プラットフォーム標準仕様
*15
、中間標準レイアウト仕様への準拠等）を図

り、官民でのデータ流通を促進することで、民間の活力を活用した地域課題の

解決につなげます。

(6) 先端技術を活用した取組

国の「デジタル・ガバメント実行計画」においても、「ＡＩやＲＰＡなどのデ

ジタル技術は地方公共団体の業務を改善する有力なツールであり、限られた経

営資源の中で持続可能な行政サービスを提供し続けていくために今後積極的に

活用すべきものである。」とされています。

本市においても、防災や福祉、産業等、各分野にＡＩやＩｏＴなどの先端技

術の導入を進めるとともに、ＲＰＡなどを活用することにより、市民の満足度

を高め、業務の効率化を図ることとします。

(7) デジタル化により新たな価値を生み出す取組

デジタル化の促進に向け、民間との協働も見据えたデジタル技術やデータを

活用できる職員の育成や活躍の場の形成に努めます。また、民間におけるデジ

タル人材の育成支援などを行い、社会変容に対応した新たなビジネスや新たな

価値の創出を後押しし、地域課題への対応や地域経済活性化につながる取組を

進めます。
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６ デジタル化の推進に係る個別施策

取組スケジュールに係る表記の凡例

準備・検討

〇 実施

継続実施

(1) 手続における情報通信の技術の利用等に係る取組（オンライン化原則）

施策の名称 １ オンライン化による行政サービスの拡充

施策の概要 全庁の行政手続について調査を行い、導入効果の高い行政手続

および本人確認手法や添付書類等の検討が終了した手続から電子

申請サービスを拡充する。

手数料納付についても、行政手続の調査結果を踏まえるととも

に、窓口担当課と調整の上、対応していく。

また、必要に応じてオンライン相談への対応も拡充していく。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 電子申請による手続件数の割合

主な担当課 デジタル化推進本部、企画財政部情報統計課

施策の名称 ２ 窓口手数料や使用料等のキャッシュレス決済の導入

施策の概要 市民課、市民税課、証明書の発行を取り扱っている各市民サー

ビスセンター(連絡所を含む。)および駅東サービスセンターの窓

口における各種証明書発行手数料等の収納に電子マネー、クレジ

ットカード、コード決済を導入する。

令和３年10月から運用を開始。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 キャッシュレスによる決済割合

主な担当課 市民生活部市民課
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施策の名称 ３ 施設の使用料や入場料等のキャッシュレス決済の導入

施策の概要 市の観光・文化・スポーツ施設の使用料や入場料等の収納に電

子マネー、クレジットカード、コード決済を導入する。

なお、文化創造館、新屋ガラス工房、クアドームザ・ブーン、

太平山スキー場オーパス、森林学習館木こりの宿などでは、キャ

ッシュレス決済を導入済みである。

※観光文化施設は令和４年８月から、子ども広場は令和５年３

月から運用を開始、スポーツ施設は令和５年度に観光・文化施

設の利用状況等を検証し、導入等について検討する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 キャッシュレスによる決済割合

主な担当課 観光文化スポーツ部観光振興課、スポーツ振興課、大森山動物園

などの観光・文化・スポーツ施設およびその所管課

施策の名称 ４ 市税等のクレジットカード収納の導入

施策の概要 納付書に印字されているコンビニ収納用バーコードをスマート

フォン等で読み込む納付情報スキャン方式のクレジットカード収

納を導入する。

令和４年４月から運用を開始。

(実施科目)

納税課で所管する個人市県民税(普通徴収)、固定資産税、軽自

動車税(種別割)を含む６課所室12科目

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 クレジットカード収納利用者数

主な担当課 企画財政部納税課
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施策の名称 ５ 市税等の口座振替申込みのオンライン化

施策の概要 市税等の口座振替申込みについて、オンラインによる申込サー

ビスを導入する。

令和４年４月から運用を開始。

(実施科目)

納税課で所管する個人市県民税(普通徴収)、固定資産税、軽自

動車税(種別割)を含む９課所室13科目

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 口座振替オンライン申込件数

主な担当課 企画財政部納税課

施策の名称 ６ 保育所入所関係事務のデジタル化の推進

施策の概要 保育所入所に係る申請のオンライン化の導入により、入所手続

きを簡便にするとともに、ＡＩ技術等を活用することにより、業

務の効率化を図る。

※令和４年度実施内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 オンライン申請割合

主な担当課 子ども未来部子ども育成課
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施策の名称 ７ スマートフォン等による河川や公園に関する情報等の受付

施策の概要 現在、道路維持課ホームページ上の入力フォームにより、市民

からスマートフォン等での道路や街路樹等の情報の受付を行って

いるが、これに加えて道路建設課で所管する河川および公園課で

所管する公園等の異変情報についても受付できるよう、各課のホ

ームページに入力フォームを作成する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 情報を受け付けてから１週間以内の現場確認の達成率

主な担当課 建設部道路建設課、公園課、各市民サービスセンター

施策の名称 ８ 図書館における電子書籍の提供

施策の概要 図書館に来館しなくても利用（検索、予約、貸出し）できるよ

う、図書館システム上で電子書籍を提供する。加齢、障がい、感

染症対策など、何らかの事情により外出が困難な状況の中でも市

民の読書活動を支援できるよう図書館の環境を整備する。

※実施年度を見直し

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 利用冊数

主な担当課 中央図書館明徳館
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施策の名称 ９ タブレット端末を活用した意思疎通支援

施策の概要 意思疎通を図ることに支障がある障がい者を支援するため、新

たにタブレットを活用した遠隔手話通訳を実施する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 タブレット端末を活用して手話通訳を行った件数

主な担当課 福祉保健部障がい福祉課

施策の名称 10 歩くべあきたへの歩数自動集計アプリ導入

施策の概要 参加チームごとの歩数を競う健康づくり事業において、モチベ

ーションの維持や集計の効率化を図るため、参加者がリアルタイ

ムで順位を確認でき、歩数を自動集計できるアプリを導入する。

※実施年度を見直し

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 集計等作業時間の短縮

主な担当課 保健所保健予防課
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施策の名称 11 粗大ごみ収集におけるオンライン申込みの導入

施策の概要 粗大ごみ収集の申込みから処理手数料の決済までの手続を２４

時間オンラインで一括して行うことができるシステムを導入し、

市民の利便性向上を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 オンライン申込割合、オンライン決済利用割合

主な担当課 環境部環境都市推進課

実施済みの施策

・マイナンバーカードを利用したオンラインでの転出手続

・市が独自に押印を求めていた手続に係る押印の廃止

・個人市県民税（普通徴収）、固定資産税、上下水道使用料等の納付に係るスマート

フォン決済の導入

・マイナンバーカードを利用した各種証明書のオンライン申請

・本庁舎におけるオンライン会議等専用Ｗｉ－Ｆｉの整備

・市議会の委員会をオンラインにより開催するための環境整備

・教育研究所における教職員向けのオンライン研修を拡充するための環境整備

・市民講座や青少年教室などの社会教育事業をオンライン化するための環境整備

・自然科学学習館のオンラインイベントを開催するための環境整備
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(2) 官民データの容易な利用等に係る取組（オープンデータの推進）

施策の名称 １ オープンデータの拡充

施策の概要 官民データ活用推進基本法では、地方公共団体は、国と同様に、

保有するデータを国民が容易に利用できるよう必要な措置を講ず

ることとされている。

同法の趣旨、オープンデータ基本指針およびデジタル・ガバメ

ント実行計画を踏まえ、行政保有データを原則オープン化し、行

政運営の透明化の推進や地域課題の解決等を目指す必要がある。

以上を踏まえ、オープンデータとして公開するデータや画像を

拡充し、活用の推進を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 オープンデータがアプリ開発などに二次利用された事例数

主な担当課 デジタル化推進本部、企画財政部情報統計課

施策の名称 ２ バスロケーションオープンデータ化の推進

施策の概要 路線バス等の位置情報を取得し、オープンデータとして公開す

るとともに、グーグルマップ等の乗換情報を提供している事業者

に対し、現在公開済みの乗換情報と併せて提供し、車両の現在位

置を容易に確認できるようにすることで、路線バス等の利便性向

上を図る。

令和３年度は秋田市マイタウン・バスで導入、令和４年度以降

路線バスで導入する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 路線バス等の位置情報取得端末設置率

主な担当課 都市整備部交通政策課
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施策の名称 ３ 秋田の魅力発信素材の充実

施策の概要 国内外へ広く発信できる観光プロモーション動画や観光資源な

どの素材をまとめたＷＥＢサイトを制作することで、感染症収束

後の交流人口の回復や観光客誘致を図る。

※令和４年度でサイト構築は完了し、令和５年度以降は素材の

追加とシステム保守を実施する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 観光客入込数

主な担当課 観光文化スポーツ部観光振興課

実施済みの施策

・Code for Akita（ＩＣＴやデザインの力で地域課題の解決を目指す任意団体）に

よる竿燈まつりのデータを利用した竿燈演技場所を検索できるウェブサイトの作

成・公開

・国際教養大学との連携による秋田市マイタウン・バス、中心市街地循環バス（ぐ

るる）のグーグルマップ経路検索への掲載

・Code for Akitaによる平成31年４月21日執行秋田市議会議員一般選挙のデータを

活用した選挙ポスター掲示場所一覧の位置データの公開

・Code for Akitaによる休校中における放課後児童クラブの受入可能状況データを

利用した放課後児童クラブの空き状況を確認できるウェブサイトの作成・公開

・画像オープンデータの専用サイトでの公開
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(3) 個人番号カードの普及および活用に係る取組（マイナンバーカードの普及・

活用）

施策の名称 １ マイナンバーカードの取得促進

施策の概要 マイナンバーカードの健康保険証としての利用など、カードの

多機能化に伴う利便性を周知し、取得促進を図る。

また、マイナンバーカードの申請手続のサポートや交付体制の

充実などにより、カードを取得しやすい環境を整備する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 マイナンバーカード交付枚数、交付率

主な担当課 企画財政部情報統計課、市民生活部市民課

施策の名称 ２ マイナンバーカードを利用した各種サービス等の実施

施策の概要 マイナンバーカードの独自利用サービスやマイナポイントの仕

組みを活用した独自のポイント給付事業等の実施について、他都

市の状況を確認しながら検討を行い、実施可能と判断した取組か

ら随時実施していく。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 実施後の独自利用サービスの件数

主な担当課 デジタル化推進本部、企画財政部、産業振興部等

実施済みの施策

・各種証明書のコンビニ交付サービスの導入

・マイナポイント手続の支援窓口の設置

・マイナンバーカードを利用したオンラインでの転出手続（再掲）

・マイナンバーカードを利用した各種証明書のオンライン申請（再掲）
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(4) 利用の機会等の格差の是正に係る取組（デジタルデバイド対策等）

施策の名称 １ ＩＣＴ等の利用に不安を感じる方への支援

施策の概要 デジタル化を伴う新たな行政サービスを開始する課所室に、そ

の対象者に対して、サービスの利用方法等について支援を行うよ

う周知する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 支援を行った割合

主な担当課 デジタル化推進本部

施策の名称 ２ デジタル活用支援員と連携した各種講座の実施

施策の概要 スマホ教室の開催実績のある携帯電話販売店や地元ＩＣＴ企業

などが、デジタル活用支援員として各種講座を実施予定であるこ

とから、デジタル活用支援員と連携して、各種講座の開催などに

協力する取組を実施する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 各種講座の開催数や参加者の理解度

主な担当課 デジタル化推進本部
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施策の名称 ３ ＩＣＴ商店街モデル事業の実施

施策の概要 秋田市商店街連盟に加盟している商店街が専門家の指導を受け、

商店街全体でＩＣＴ導入の取組方針を協議・検討した場合、専門

家への謝礼に係る経費に加え、屋外公衆無料Ｗｉ－Ｆｉ利用環境

整備費用、免税対応レジ設置費用等を補助する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 取組商店街数

主な担当課 産業振興部商工貿易振興課

施策の名称 ４ ウェブアクセシビリティに配慮した公式ホームページの運営

施策の概要 あらゆる情報やサービスがデジタル機器の利用を前提としつつ

あり、高齢者や障がい者の方にウェブサイトの活用は重要となっ

てきている。誰もが使いやすいホームページとなるよう、本市ウ

ェブサイトについては、「みんなの公共サイト運用ガイドライン」

に基づき日本産業規格に準拠するよう改善を図り、デジタルデバ

イドの解消に寄与する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 日本産業規格への適合レベル

主な担当課 企画財政部情報統計課
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施策の名称 ５ 次世代型学校ＩＣＴ運用事業の実施

施策の概要 本市の小・中学校全てにおいて、児童生徒一人１台のタブレッ

ト端末の導入と、動画授業等において不自由なく利用できる高速

大容量ネットワークを整備したことから、それらを活用し、学習

支援を進める。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 市立小・中学校における児童生徒用タブレット端末を使用した授

業日の割合

主な担当課 教育委員会事務局学事課、学校教育課

施策の名称 ６ ウェブサイト「note」を活用した採用情報等の発信

施策の概要 新たに作成したウェブサイト「note」を活用し、若手職員の目

線で市の業務紹介や秋田市ではたらくことをＰＲするとともに、

職員採用関連情報などの公開を行う。

※令和４年１月から公開開始

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 「note」の閲覧者数

主な担当課 総務部人事課
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施策の名称 ７ ＬＩＮＥを活用した子育て情報の発信

施策の概要 子育て情報の発信について、ＬＩＮＥを活用して行う。ＬＩＮ

Ｅをより効果的に活用するため、欲しい情報をきめ細かく配信す

るセグメント機能や２４時間質問に対応するチャットボット機能

などを有したクラウドサービスツールを導入し、いつでも相談で

きる体制を整備することで、子育て世帯の不安感や負担感の軽減

を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 利用者の満足度を調査（毎年度アンケートを実施）

主な担当課 子ども未来部子ども総務課

施策の名称 ８ デジタル技術を活用した生産性の向上支援

施策の概要 提供する商品・サービスの付加価値の向上や新商品開発、また

デジタル技術等を導入し業務の効率化によるコスト削減を図る事

業に対し補助する。

※令和４年度実施内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 補助件数

主な担当課 産業振興部商工貿易振興課
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施策の名称 ９ 小・中学校へのデジタル教科書の導入

施策の概要 国のデジタル教科書実証事業を活用するとともに、全ての市立

小・中学校にデジタル教科書を導入する。

※令和３年６月補正で予算化し、７月から全ての小・中学校に

デジタル教科書を導入済

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 市立小・中学校における学習者用、指導者用デジタル教科書を活

用した授業時数の割合

主な担当課 教育委員会事務局学事課、学校教育課

【以下、追加の個別施策】

施策の名称 10 高齢者等デジタル活用支援事業

施策の概要 民間企業との共同事業によりスマートフォン相談窓口を開設し、

継続的に市民のデジタル活用を支援するほか、各地域への出張型

支援サービスとして、高齢者等を対象とした「はじめてのスマー

トフォン教室」を開催する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 各種講座の開催数や参加者の理解度

主な担当課 デジタル化推進本部

実施済みの施策

・超高速ブロードバンド未整備地域における整備・確保の促進

・市内におけるフリーＷｉ－Ｆｉの整備

・ＩＣＴジュニア育成事業

・全コミュニティセンターにおけるフリーＷｉ－Ｆｉの整備
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(5) 情報システムに係る規格の整備および互換性の確保等に係る取組（標準化、

デジタル化、システム改革、業務の見直し（ＢＰＲ））

施策の名称 １ 自治体システムの最適化

施策の概要 自治体の主要な事務として、国が標準化の対象として定める20

事務について、標準仕様に適合したシステムへ移行する。

移行に当たっては、国が整備・運用を予定しているクラウドサ

ービス「（仮称）Gov-Cloud」の活用も検討する。

（20事務内訳）

①児童手当、②子ども・子育て支援、③住民基本台帳、④戸籍

の附票、⑤印鑑登録、⑥選挙人名簿管理、⑦固定資産税、⑧個人

住民税、⑨法人住民税、⑩軽自動車税、⑪戸籍、⑫就学、⑬健康

管理、⑭児童扶養手当、⑮生活保護、⑯障がい者福祉、⑰介護保

険、⑱国民健康保険、⑲後期高齢者医療、⑳国民年金

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 標準仕様に移行したシステム数

主な担当課 企画財政部情報統計課

施策の名称 ２ 業務の効率化を見据えたセキュリティ対策の最適化

施策の概要 2015年の年金機構の情報漏えい事案を受け、国が自治体に対し

て実施した「三層の対策」は、自治体の情報セキュリティ対策を

抜本的に強化し、情報漏えい防止への成果があった一方で、自治

体内の情報ネットワークの分離・分割による事務効率の低下を招

くこととなった。

そのことを踏まえ、新たな情報セキュリティ対策を国が検討し、

改訂した情報セキュリティポリシーガイドラインを公表したこと

に併せ、本市においても情報セキュリティレベルを維持しつつ、

行政事務の効率性・利便性を向上させる新たな情報セキュリティ

対策の導入を検討する。

※実施年度を見直し

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 計画期間中に検討結果を踏まえて設定

主な担当課 企画財政部情報統計課



- 26 -

施策の名称 ３ グループウェア（チャットを含む）、クライアントＰＣの更新

などによる内部事務の効率化

施策の概要 令和２年末に改定された総務省のセキュリティポリシーガイド

ラインにおいて、効率性・利便性の高い新たなインターネット分

離モデルが示されたことから、他都市の動向やベンダからの提案

について検討を行い、グループウェアのバージョンアップ又は別

ソフトへの移行について、対応方針を決定する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 計画期間中に検討結果を踏まえて設定

主な担当課 企画財政部情報統計課

施策の名称 ４ 新型コロナウイルス対策や災害時におけるリモートワークの

検討

施策の概要 リモートワークのための機器、通信環境および服務等の整備を

進めるとともに運用テストおよび検証を行い、新型コロナウイル

ス対策や災害時における対応など適切に業務を遂行できる体制を

整える。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 実施件数

主な担当課 デジタル化推進本部、総務部人事課、企画財政部情報統計課
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施策の名称 ５ 文書管理システムにおける電子化率の向上

施策の概要 電子決裁および電子供覧の割合（電子化率）を向上させること

により、文書の更新履歴を厳格に管理するとともに、業務の効率

化を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 電子化率

主な担当課 総務部文書法制課

施策の名称 ６ 所得税の申告書等データ引継システムの導入

施策の概要 納税者の利便性の向上や行政の効率化を図る観点から、本市と

税務署が連携・情報共有して、手続のオンライン化に取り組む。

申告書等データ引継システムの導入により、確定申告の作成か

ら送信まで一貫して電子化することで、市民の利便性を向上させ

る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 電子送信件数

主な担当課 企画財政部市民税課
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施策の名称 ７ 確定申告書データ取込自動化ソフトの導入

施策の概要 確定申告書データの取込業務において、データの抽出から申告

書第二表の入力までを職員の端末操作により行ってきたが、同ツ

ールの導入により、一連の作業を自動化することで業務時間を削

減するほか、誤入力等による課税誤りのリスクを軽減する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 削減した業務時間

主な担当課 企画財政部市民税課

施策の名称 ８ 軽自動車ワンストップサービス導入への対応

施策の概要 令和５年１月から全地方自治体で、軽自動車保有関係手続をイ

ンターネット上で一括で行う軽自動車ワンストップサービスが導

入されたことから、基幹系システムの改修を行い、運用開始後は、

地方税共同機構の軽自動車ワンストップサービスの運用経費を負

担し、電子化された手続内容に対応する。

※令和４年度実施内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 継続検査用納税証明書交付枚数

主な担当課 企画財政部市民税課
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施策の名称 ９ 出動管理・予防管理業務システムの導入

施策の概要 火災、救急、救助、その他出動事案をデータ管理し、出動報告

書の作成および統計処理の効率化を図る。

また、予防業務における防火対象物情報と危険物施設情報をデ

ータ管理し、査察事務の効率化、現場活動時の活用、統計処理の

効率化を図る。

※実施年度を見直し

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 削減した業務時間

主な担当課 消防本部総務課

施策の名称 10 予防業務デジタル化のための基盤整備

施策の概要 従前から対面、書面による提出が主となっている各種申請・届

出を電子申請で受け付け、電子媒体で審査および検査を行うため

の基盤を整備する。また、電子申請に基づく現地検査を紙媒体を

用いることなく、タブレットに保存したデータにより検査するこ

とで、印刷コストを削減するとともに事務の効率化を推進する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 電子申請による手続件数の割合

主な担当課 消防本部予防課
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施策の名称 11 水道スマートメーター導入の検討

施策の概要 Ａ-Ｓｍａｒｔプロジェクト会議（※）に参加し、他都市の実証

実験結果や電力・ガス会社との共同検針およびメーター仕様等に

ついて情報収集を行う。また、実証実験を行い、その検証結果お

よび費用対効果を見極めながら水道スマートメーターの導入を検

討する。

※水道スマートメーター普及に向けて学識者、水道事業体、民

間企業で構成する協議会

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 計画期間中に検討結果を踏まえて設定

主な担当課 上下水道局お客様センター

施策の名称 12 流量・水圧遠隔監視システムの整備

施策の概要 配水ブロックの流量・水圧データを携帯電話回線を利用して自

動収集するとともに、異常発生時の通報機能を有するシステムを

構築し、新規に配水ブロック化が完了した箇所などに随時、遠隔

監視装置を設置する。

（参考）令和２年度末までに29か所設置済み

令和５年度前後を目標として、32か所に設置予定

令和10年度前後を目標として、41か所に設置予定

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 計画期間中の設置箇所数

主な担当課 上下水道局水道維持課
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施策の名称 13 マンホールポンプ遠隔監視システムの構築

施策の概要 パケット通信ができるようマンホールポンプ施設を改造すると

ともに、基地局の設置により集中遠隔監視システムを構築する。

令和３年度は、費用対効果等を検証し、導入可否や発注方法に

ついて検討するとともに、国庫補助の充当について、国、県と調

整を図った。

４年度以降は、集中遠隔監視システムを構築するとともに、マ

ンホールポンプ施設の改造を進める。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 計画期間中の整備箇所数

主な担当課 上下水道局下水道施設課、下水道整備課

施策の名称 14 公立保育所業務の効率化

施策の概要 公立保育所において、保護者の利便性向上や保育士の負担軽減

を図るため、保育業務支援システムを導入し、保護者との連絡の

やりとりや園児の登降園管理、保育士が作成する帳票類のデジタ

ル化を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 保護者連絡機能（アプリ等）の活用率

主な担当課 子ども未来部子ども育成課
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施策の名称 15 多機能浄化槽台帳システムの導入

施策の概要 上下水道統合型ＧＩＳシステムに加えた個人設置型の単独処理

浄化槽情報を確認することにより、効率的な指導を実施する。

※令和４年度実施内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 指導件数

主な担当課 環境部環境保全課

実施済みの施策

・議会タブレット端末機器を活用した議会資料等のクラウド型情報配信、閲覧シス

テムの利用
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(6) 先端技術を活用した取組

施策の名称 １ 先端技術を活用したまちづくりのモデル地区の実現

施策の概要 外旭川地区において、将来を見据えた官民連携によるまちづく

りのモデルとして、ＡＩやＩＣＴなどの技術を活用した先端的サ

ービスの導入により、次世代型農業や観光、スポーツ、環境、防

災、医療などの分野の取組を一体的に展開する。

具体的内容は、外旭川地区まちづくり基本構想を踏まえ、整理、

検討する。

※令和４年度検討内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 モデル地区における先端技術を活用したサービス提供の実現

主な担当課 企画財政部まちづくり戦略室

施策の名称 ２ 秋田市卸売市場再整備基本計画の策定

※令和４年度検討内容を踏まえ、名称を修正

施策の概要 外旭川地区まちづくり構想と連携・調整を図りながら、卸売市

場の再整備を行うとともに、再整備に当たっては、基本計画にお

いてＩＣＴの活用による市場業務の効率化を目指す。

※令和４年度検討内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 再整備におけるＩＣＴの活用状況

主な担当課 中央卸売市場市場管理室
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施策の名称 ３ スマート農業導入の支援

施策の概要 農業法人等が行うスマート技術等を活用した農作業の省力化・

低コスト化に必要な機械・設備の導入や、農業用ドローンのオペ

レーター資格の取得、ホームページの作成経費等の消費者等への

情報発信経費などに対し、補助する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 当該事業を活用して先端技術を導入した経営体数

主な担当課 産業振興部農業農村振興課

施策の名称 ４ スマート農業の推進

施策の概要 園芸振興センターのＩＣＴやＡＩ等を活用した施設でスマート

農業の実証展示に取り組む。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 当該事業を参考に先端技術を導入した経営体数

主な担当課 園芸振興センター
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施策の名称 ５ スマート農業の普及促進

施策の概要 園芸振興センター既設ハウスを改修し、ＡＩやＩＣＴを活用し

た自動かん水施肥システムを導入し、既設の自動換気システムを

組み合わせた省力化技術による野菜栽培の実証展示を行う。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 当該事業を参考に先端技術を導入した経営体数

主な担当課 園芸振興センター

施策の名称 ６ 秋田城跡史跡公園における政庁域等再現のためのＡＲ(拡張現

実)・ＶＲ(仮想現実)アプリの制作

施策の概要 ＡＲ・ＶＲアプリによる政庁域等の再現を行うことにより、秋

田城跡の魅力向上、来訪者の満足度向上および市民への歴史・文

化教育の普及を図り、さらなる誘客拡大につなげる。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 秋田城跡歴史資料館の入館者数、史跡公園の見学者数

主な担当課 秋田城跡歴史資料館
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施策の名称 ７ 秋田拠点センターアルヴェローカル５Ｇ基地局の整備

施策の概要 アフターコロナを見据えた「にぎわいの回復」と「まちの活性

化」を推進するため、公共棟のきらめき広場等にローカル５Ｇの

基地局を整備する事業者を支援する。

※令和３年３月には、民間棟の映画館の一部を改修し、ロー

カル５Ｇによる超高速・大容量の通信環境を整備した「アトリ

エアルヴェ」がオープンしている。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 きらめき広場でのローカル５Ｇを活用した事業等による集客数

主な担当課 秋田市民交流プラザ管理室

施策の名称 ８ ＳＮＳやＡＩを活用した災害情報の集約および効果的な情報

の提供

施策の概要 災害時に、市民からの情報としてスマートフォンアプリ（ＬＩ

ＮＥ等）を使用して位置情報を含む写真等の投稿を受け、その情

報をＡＩが信憑性とともに整理・集約し、同時に地図アプリに反

映させることで、市および市民が災害状況を同時に確認すること

を可能とする。

さらに、市に寄せられる電話での被害情報や関係機関等からの

情報について、再度、市職員等により任意の位置情報（緯度経度

等）をつけてＬＩＮＥ等で投稿することで、ＡＩを通じて地図ア

プリへ反映でき、従来の市に集まる情報と市民からのＬＩＮＥ等

による情報について、同一地図アプリ上で確認し、災害の現状等

を総合的に把握する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 アプリへのアクセス数

主な担当課 総務部防災安全対策課
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施策の名称 ９ 緊急通報システムの機能追加

施策の概要 ひとり暮らし等の高齢者世帯に対し貸与する緊急通報システム

について、新たに機能の追加を検討する。

追加にあたっては、現行システムの利用者へのアンケート調査

等により、高齢者等のニーズや必要な機能の把握を踏まえながら

検討していく。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 利用者数

主な担当課 福祉保健部長寿福祉課

施策の名称 10 道路冠水対策の充実

施策の概要 大雨による冠水発生が常襲している地区において、地盤の最も

低い箇所や冠水の原因となる河川にセンサーやカメラ、メール通

信設備を含めた監視装置を設置することにより、冠水状況の見え

る化を図り、沿線住民に対して、光や音による注意喚起のほか、

映像やメールを配信するなど、現況の的確な情報伝達を行うとと

もに、市の迅速な現地対応に活かす。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 監視装置整備地区数

主な担当課 建設部道路維持課
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施策の名称 11 ＡＩやＲＰＡの活用による事務の効率化

施策の概要 行政事務システム（財務会計、文書管理等）へのＲＰＡの導入

について検討を行い、事務の効率化が見込まれる業務から随時導

入していく。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 削減した業務時間

主な担当課 デジタル化推進本部、企画財政部情報統計課

施策の名称 12 個人住民税賦課業務におけるＲＰＡ・ＡＩ-ＯＣＲの導入

施策の概要 個人住民税賦課業務のうち、給与所得者異動届出書処理業務を

はじめとした定型事務について、ＲＰＡ・ＡＩ-ＯＣＲを導入する

ことで効率化を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 削減した業務時間

主な担当課 企画財政部市民税課
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施策の名称 13 福祉医療、児童手当、児童扶養手当業務へのＲＰＡの導入

施策の概要 福祉医療においては、現況届等による年度更新時に職員が行う

マイナンバー所得照会作業や各種所得、住民税等の課税情報をシ

ステム内の所得判定画面に転記する作業など単純作業をＲＰＡで

処理することにより、迅速かつ確実に業務を遂行する。

児童手当、児童扶養手当においては、導入への予算措置へ向け

て検証を行う。

※令和４年度検討内容を踏まえ、概要を修正

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 削減した業務時間

主な担当課 子ども未来部子ども総務課

施策の名称 14 高齢者コインバス事業への地域連携ＩＣカードの導入

施策の概要 バス事業者の地域連携ＩＣカードの導入に伴い、高齢者コイン

バス事業の実施方法を「資格証明書」から同カードに切り替え、

利用者の利便性向上を図る。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 ＩＣカードでのバス利用者数

主な担当課 福祉保健部長寿福祉課
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【以下、追加の個別施策】

施策の名称 15 議事録作成機器の導入

施策の概要 議事録作成事務の効率化および業務時間の削減を図るため、議

事録作成機器を導入する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 削減した業務時間

主な担当課 デジタル化推進本部

施策の名称 16 南部地域ＩＣＴ等活用除草モデル事業の実施

施策の概要 豊かな緑地帯を擁する南部地域において、自律的に移動する除

草ロボットを導入することにより、除草業務の効率化に係る実証

実験を行う。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 除草面積

主な担当課 市民生活部南部市民サービスセンター

実施済みの施策

・ＡＩカメラを活用した映像コンテンツの配信やイベント運営の利用を可能とする

市立体育館ローカル５Ｇ基地局の整備

・予約制乗合タクシー（ＡＩオンデマンド交通）実証事業
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(7) デジタル化により新たな価値を生み出す取組

施策の名称 １ デジタル化に関連したサービスの活用による地域課題の解決

施策の概要 遊休化している公共施設を活用したシェアリングエコノミーサ

ービス、地域の特色豊かな体験型観光の提供、地域住民を対象に

したクラウドワーカー（※）の育成など、デジタル化により新た

な価値を生み出す取組の実施について検討する。

※インターネットを活用することで、世界中の企業と個人が直

接つながり、仕事の受発注を行うことのできる仕組み（クラウ

ドソーシング）の中で働く者のこと。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール

主な評価指標 新たに提案したサービスの数

主な担当課 デジタル化推進本部 ほか

施策の名称 ２ デジタル技術等を活用できる人材の育成

施策の概要 市民の利便性向上や業務効率化を進めるため、職員研修を積極

的に推進し、ＡＩ、ＲＰＡなどの先端技術やデータを活用できる

人材を育成する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 研修受講者数

主な担当課 デジタル化推進本部、総務部人事課、企画財政部情報統計課
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施策の名称 ３ 道路除雪車両運行管理システムの拡充

施策の概要 稼働状況および進捗状況などの迅速で正確な把握と適切な運行

管理を行うため、排雪用ダンプトラック1,000台にＧＰＳ端末を搭

載する。

令和４年度に排雪用ダンプトラック全台に追加搭載。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 削減した業務時間、排雪場混雑状況ＭＡＰへのアクセス件数

主な担当課 建設部道路維持課

【以下、追加の個別施策】

施策の名称 ４ 動画自動作成システムの導入

施策の概要 字幕・音声入りの動画による市民への情報発信および庁内のデ

ジタル人材の育成に向けた動画研修体制を整備するため、簡易な

手法で動画作成が可能となるシステムを導入する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 動画の公開数、再生数

主な担当課 デジタル化推進本部
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施策の名称 ５ 情報発信ツールを活用した観光プロモーションの実施

施策の概要 本市と男鹿市、潟上市の３市連携により、観光客向けの周遊・

消費促進、関係人口化支援等を目的として、スマートフォンアプ

リ「ＬＩＮＥ」を活用した観光情報発信ツールを導入する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 観光客入込数

主な担当課 観光文化スポーツ部観光振興課

施策の名称 ６ 町内会ポータルサイトの構築

施策の概要 町内会活動の活性化を図るため、主に町内会向けの情報を収集

できるポータルサイトを作成するとともに、モデル町内会にアプ

リなどでの情報発信に取り組んでもらうことで、町内会活動のデ

ジタル化を支援する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 情報発信を行う町内会数、アクセス数

主な担当課 市民生活部生活総務課



- 44 -

施策の名称 ７ デジタル人材の育成

施策の概要 市内事業所や市内在住の労働者（求職者を含む）に対し、デジ

タルリテラシー向上に資する研修や講座等の受講に要する経費の

一部を補助する。

取組 令和３年度 令和４年度 令和５年度

スケジュール ○

主な評価指標 申請件数および研修や講座等の受講者数

主な担当課 産業振興部企業立地雇用課

実施済みの施策

・除排雪車両運行管理システムなどを活用した、市民への的確な情報提供

・ライフイベントに応じた手続内容や必要書類、窓口の場所などをスマートフォン

やパソコンを使って案内する「くらしの手続きガイド」の導入

・市民課総合窓口の混雑状況のリアルタイム配信

・総合環境センター自己搬入窓口の混雑状況の公開

・市民サービスセンター窓口の混雑状況のリアルタイム配信



*16 官公庁や重要インフラ事業者等を狙った標的攻撃等の新たなサイバー攻撃に

対するセキュリティ対策のこと。

*17 本市における情報資産に対する安全対策を推進し、市民等の信頼確保ととも

に、地域の情報基盤の充実に貢献するために策定されたもの。
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７ セキュリティおよび個人情報の適正な取扱いの確保
本計画の実施に当たっては、「サイバーセキュリティ

*16
基本法」（平成26年法律第

104号）、「サイバーセキュリティ戦略」（平成27年９月４日閣議決定）、「地方公共

団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」、「秋田市情報セ

キュリティポリシー
*17
」に基づく適切な情報システムの運用体制を確保するほか、

「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）および「秋田市個人情報

保護条例」に基づく適切なデータの公開、運用を図ることとし、データ活用に係

る市民の不安の払拭に努めることとします。
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（参考資料）

１ 秋田市デジタル化推進計画策定委員会設置要綱（令和２年11月９日市長決裁）

（目的および設置）

第１条 官民データ活用推進基本法第９条第３項に基づき、官民データの推進に関

する施策についての基本的な計画（以下「秋田市デジタル化推進計画」という。）

の策定に際して、庁内調整を図るとともに、計画の円滑かつ確実な実施に資する

庁内組織として、秋田市デジタル化推進計画策定委員会（以下「策定委員会」と

いう。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 策定委員会は、次に掲げる事務を所掌する。

(1) 秋田市デジタル化推進計画の策定に係る庁内調整に関すること。

(2) 秋田市デジタル化推進計画の円滑かつ確実な実施に関すること。

(3) 前２号に掲げるもののほか、前条の目的達成に関し必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 策定委員会は、委員長、副委員長および委員をもって組織する。

２ 委員長はデジタル化推進本部本部長、副委員長はデジタル化推進本部副本部長

をもって充てる。

３ 委員は別表の部局からの推薦を受けた次長又は課長をもって構成することとす

る。

（委員長）

第４条 委員長は、策定委員会の会務を掌理し、会議の議長となる。

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、副委員長がその職務

を代理する。

（会議）

第５条 策定委員会の会議は、委員長が招集する。

２ 委員長が認めたときは、適宜、関係者を会議に参加させることができる。

３ 委員が会議に出席できないときは、代理の者を出席させることができる。

（事務局）

第６条 策定委員会に事務局を置き、事務局員はデジタル化推進本部の職員をもって

充てる。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定める。

※附則、別表は省略
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（参考資料）

２ 策定経過

【令和２年】

11月９日 秋田市デジタル化推進計画策定委員会を設置

11月26日 第１回秋田市デジタル化推進計画策定委員会を実施

（計画骨子、基礎調査結果、今後のスケジュール等について）

【令和３年】

１月15日 第２回秋田市デジタル化推進計画策定委員会を実施

（押印見直し基準案、今後のスケジュール等について）

２月12日 第３回秋田市デジタル化推進計画策定委員会を実施

（詳細調査結果、計画原案、個別施策等について）

３月12日 令和３年２月秋田市議会定例会総務委員会で計画原案を説明

３月12日 パブリックコメントおよび市民100人会への意見聴取を実施

５月１日 デジタル化推進本部を設置

５月19日 第４回秋田市デジタル化推進計画策定委員会を実施

（計画案、キャッシュレス決済導入準備状況について）

６月22日 令和３年６月秋田市議会定例会総務委員会で計画案を説明

６月30日 総務委員会における意見を踏まえて、計画を策定

３ 市民公聴の結果

募集期間：令和３年３月12日から31日まで

提出者数：17名（パブリックコメント：２名、市民100人会への意見聴取：15名）


